
国土交通省  

地域の支援体制でサポート  

〔 

あんしん賃貸  
支 援 事 業  

就労先企業  
あんしん賃貸住宅提供者  

賃貸借契約の締結  

医療機関等  居住サポートの提供  
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に
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物
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頼
 
 

物
件
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相談・助言  

居住サポート事業者  

【事業内容】  

（相談支援事業者等）   

024時間支援（緊急時等の対応）  

○地域の支援体制に係る調整（関係機関等との連絡・調整）  

○入居支援（あんしん賃貸支援事業協力店へ依頼、調整等）  

ヽ 物件の斡旋  

物件斡旋の依頼  
」   」   二二二  ∴」 「二二二  二二  TTl■■＝丁■■E＝コ■■二 二  

録情報の閲覧（インターネット）  物件の登録  

情報データベース（インターネットで情報提供）  
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況について  
平成20年4月1日現在  

○ 賃貸契約による一般住居（公営住宅及び民間の賃貸住宅）への入居を希望しているが、保証人がいない   
等の理由により入居が困難な障害者に対し、入居に必要な調整等に係る支援を行うとともに、家主等への   
相談■助言を通じて障害者の地域生活を支援する事業。  

市町村の実施状況  事業の実施方法  
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（199市町村）  

ロ障害者向け住宅の確保  
トの作成  
噂入居支援  

□24時間支援   

口居住支援のための関係機関   
によるサポート体制の整備  

■その他  
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平成18年度  平成19年度  
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【利用者】   

0居宅においてその介護を行う者の疾病その他の理由により、障青者支援施設等への短期間の入所が必要な者  
l●‾‾‾‾‾‾‾－‾‾■‾ ‾－‾‾‾‾‾‾‾‾‾ ‾●－‾－■‾‾‾‾‾‾ ■■■■一■－‾－■－■■－■一－■－■・■■■－■－－－－－－－－一一－－－－－－－－・－－－－－－－－－－－一一・－■－－■－－－－ －■■■■■■■■＿＿＿一＿＿．＿－＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿，＿＿＿＿ ＿＿＿ ＿＿＿ ＿＿ ＿＿＿  

1  

1  

：①障害程度区分1以上である障害者  

1 ；②障害児の障害の程度に応じて厚生労働大臣が定める区分における区分1以上に該当する障害児  
l  

【サービス内容等】  【人見配置】  

○ サービス管理責任者の義務付けなし  ○ 当該施設に短期間の入所をさせ、入浴、排せつ及び食事の介護そ  
の他の必要な保護を行う。  

○ 本体施設の利用者とみなした上で、本体施設として必要とされる以  
上の職員を配置く本体施設がない場合は必要な生活支援鼻を配  

置。）し、これに応じた報酬単価を設定。  

○ 生活支援鼻等については必要な数  

→ 本体施設の配置基準に準じる  

【報酬単価】  

○ 障害者、障害児それぞれについ七、障害程度区分lこ応じた単価設定。490単位～890単位  

0 医療施設で実施した場合 2，400卓位（重症心身障害児・者）、1，400単位（遷延性意識障害児一考等）  
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短期入所の事業形藩について  

事業所の種類   事業所の形態   人員基準   設備基準   

サービス提供に支障がない場合には、  
支援施設その他の厘  当該施設の設備を短期入所の事業の用  

併設事業所   生労働省令で定める施設と  従葉音…当該施設の入所者数及び短期入所  に供することができる。（居室につい  

一体的な運営を行う事業所  の利用者数の合計数を当該施設の入所者数   ては当該短期入所について別に設ける  

とみなした上で、当該施設として必要とさ  こと。）   

れる数以上  

管理者…常勤で、かつ、原則として管理業  
生労働省令で定める施設で  

空床利用型   
務に従事するもの（支障がない場合は兼務 可）  

当該施設として必要とされる設備を有   
事業所   が入所者に利巧されていな  することで足りる。   

い居室を利用した運営を行  

う事業所  

従事者…利用者数に応じて適切なサービス  居室…1の居室の定員は4人以下、床  
支援施設その他の度  の提供を行うために必要な数の生活支援員  面積は8平方メートル以上等  

生労働省令で定める施設以   を配置。（常勤かつ専従、ただし、支障が  
食堂…支障がない広さ  

単独型事業所   
外の施設であって、利用者  

に利用されていない居室を  
浴室…利用者の特性に応じたもの  

利用して入浴、排せつ等の   洗面所t便所…居室のある階ごと、利 

支援を行う事業所   、、     務に従事するもの 用者の特性に応じたもの  

可）   

※障害者支援施設その他の厚生労働省令で定める施設  

→障害者支援施設、児童福祉施設その他の入浴、排せつ及び食事の介護その他の必要な支接を適切に行うことができる施設  
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生活介儲ほほ  

【利用者】   

0地域や入所施設において、安定した生活を営むため、常時介護等の支援が必要な身体・知的・精神障害者  
l－‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾■一一‾‾‾‾■一一■一■■－－●－－●一一一－■－■■－－一－■■－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－一一－－■－－－－＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿●＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ ＿●＿＿＿ ＿ ＿＿＿  

l  

l  

：①障害程度区分3（施設へ入所する場合は区分4）以上である者  
l  

：②年齢が50歳以上の場合は、障害程度区分2（施設へ入所する場合は区分3）以上である者  
l  

l  

－－－■■－－－－－－－－－－－－－一－一一－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－一一－－－－一一－－－－－－－－－－－－－－一一－－－－－－■－■一－■－－■－－－－一－－－－■－－－．．．．．＿＿＿－＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿●＿＿○＿＿＿＿＿l  

】  
l  

【サービス内容等】  【人員配置】  

○ 食事や入浴、排せつ等の介護や、日常生活上の支援、生産活動の  

機会等を提供。  

○ 利用者の障害程度に応じて、相応しいサービスの提供体制が確保  

されるよう、事業者ごとの利用者の平均障害程度区分等に応じた人  

員配置の基準を設け、これに応じた報酬単価を設定。  

○ 利用期間の制限なし。  

○ サービス管理責任者  

○ 生活支援鼻 等  

・→ 6：1～1．7：1以上  

【報酬単価】  

0572単位（6：1）～1，320単位（1．7：1）（定員40人以下）  

・基本単位数は、事業者ごとに利用者の（か平均障害程度区分又は②平均障害程度区分及び重度障害者の割合に応じて、設定。  
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【利用者】   

○病院等への長期の入院による医療的ケアに加え、常時の介護を必要とする身体・知的障害者  
l‾‾‾■‾‾■■‾‾－■■－－－－■－■－－－一－－－・－－－－－－－－－・－－－■■－－■■■一－－．－－＿＿＿＿－＿＿＿．＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿．＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿－＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿－＿．＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿叩＿＿＿  

l  

①筋萎縮性側索硬化症（ALS）患者等気管切開を伴う人工呼吸器による呼吸管理を行っている者であって、障   
害程度区分6の者  

②筋ジストロフィー患者又は重症心身障害者であって、障害程度区分5以上の者  
－■■1－－1■■－■▼－■－●－■－－－t－－■－－－■－一一－－－－■－t－－■－●－t－－－－－－－－－■一－－，■－－■－－－－－－－■－－■■－t■■■－■－■－－－－●－－－■■■■－■■－■■■■■■－－－－－■－t■■ －■一一－■■■－一■■－■●－■－■－■－－－－■1－－1－■■■－－t■，■■■■t■■■■■ ■■－■ ■■－●【■■●－●，■ －■一■■－－■■●－■－一●  

【サービス内容等】  【人見配置】  

○病院等への長期入院による医学的管理の下、食事や入浴、排せつ  
等の介護や、日常生活上の相談支援等を提供。  

○ 利用者の障害程度に応じて、相応しいサ「ビスの提供体制が確保  
されるよう、事業者ごとの利用者の平均障害程度区分に応じた人員  
配置の基準を設け、これに応じた報酬単価を設定。  

○ 利用期間の制限なし。  

○ サービス管理責任者  

○ 生活支援員 等   

一斗 4：1～2：1以上  

【報酬単価】  

0 521単位（4：1）…904単位（2：1）（定員40人以下）  

・このほか、経過措置利用者等について、6：1を設定。  

・医療に要する費用及び食費等については、医療保険より給付。  

※ 現在、・適所サービスのみの提供は行っていない。  
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精神科救急事業の変遷  

（補助事業）  （診療報酬）  

平成7年度 精神科救急システム整備事業 創設  

精神障害者の緊急時における適切な医療及び保護の機会を確保するための体制整  

備に必要な経費に対する補助事業（精神科救急情報センター機能の整備、搬送シス  
テムの確保、精神科救急医療施設の体制整備、精神科初期救急医療輪番システム  
の整備）（初期・2次救急）  

H8 精神科急性期入院料創設  

H14 精神科救急入院料創設  

平成17年度 精神科救急医療センター事業 創設  
㌔  

幻覚■妄想・昏迷・興奮など激しい症状を呈する統合失調症の急性期、急性精神病や  
錯乱状態等の患者を24時間診療体制で受け入れることができる精神科救急医療セ  

ンターを整備することにより、患者の受け入れ態勢の強化を図り、24時間、365日緊  
急受診者の受け入れを行い、個室での手厚い医療の提供により、・患者の早期退院及  
び病床の減少を図る。（3次救急）  

急性期患者への適切な医療体制を更に充実させるため、身体合併症を  
含め24時間対応する情報センターの機能強化、身体合併症対応施設の  
創設、診療所などに勤務する精神保健指定医の救急医療機関での診療  
協力体制の構築など、地域の実情に応じた精神科救急医療体制を強化  

H20 精神科救急。  

合併症入院料創設   
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精神科救急医療体制の都道府県別の  

（平成20年2月1       日現在）   

精神科  
1精神  

精神科 救急医   科救急  

都道府県名   
療圏数  療圏域  人口   

数  

人口   2次医   救急医  1圏域当たり       圏域当 たり施  
設数  

滋 賀 県   1．380，361   7   3   460，120   10   3   

京 都 府   2，647，660   6   2  1．323，830   14   

大 阪 府   8，817，166   8   8  1，102，146   38   5   

兵 庫 県   5，590，601   10   5  1，118．120   37   7   

奈 良 県   1，421，310   5   山  1，421，310   9   9   

和歌山県  1，035，969   7   3   345，323   7   2   

鳥 取 県   607，012   3   3   202，337   6   2   

島 根 県   742．223   7   7   106．032   12   2   

岡 山 県   1，957，264   5   2   9一柑．632   6   

広 島 県   2．876，642   7   2  1，438，321   5   3   

山 口 県   1，492，606   8   3   497，535   2了   9   

徳 島 県   809，950   6   3   269．983   14   5   

香 川 県   1．012．400   5   2   506．200   13   7   

愛 媛 県   1．ヰ67．815   6   口  1，467，815   7   7   

高 知 県   796，292   4   796，292   7   7   

福 岡 県   5，049，gO8  13   4  1，262，47丁   79   20   

佐 賀 県   866．369   5   3   288．790   17   6   

長 崎県   1．4了8，632   9   6   246，439   38   6   

熊 本 県   1．842，233  四   2   921，117   40   20   

大 分 県   1．209，571   10   2   604，786   22   

宮 崎 県   1．153．042   7   3   384．347   21   7   

鹿児島県  1．753，179  12   4   438，295   42   

沖 縄 県   1．361，594   5   4   340．399   20   5  

精神科  
1精神  

精神科 救   科救急  

都道府県名   人口   2次医   救急医  1圏域当たり   急医    圏域当 たり施 設数    療圏数  療圏域 数  人口  療施設 数   
北 海 道   5，627．737  21   8   703．467   69   9   

青 森 県   1，436，657   6   6   239，443   19   3   

岩 手 県   1．385．041   9   4   346．260   4   

宮 城 県   2．360二218  10   口  2．360．218   27   27   
秋 田 県   1．145．501   8   5   229．100   18   4   

山 形 県   1，216，181   4   2   608，091   7   4   

福 島 県   2ニ091．319   7   4   522，830   34   9   

茨 城 県   乙975，167   9   3   991，722   27   9   

栃 木 県   2，016，631   5   ロ  2．016．631   26   28   
群 馬 県   2，024，135  10   山  2．024，13亭   13   13   
埼 玉 県   7．054，243   9   2  3，527，122   40   20   
千 葉 県   6，056，462   9   4  1，514，116   30   8   

東 京 都  12，576．601   13   4  3．144．150   69   17   
神奈川県  8，791．597  山   口  8，791，597   49   49   
新 潟 県   2．431，459   7   5   486，292   26   5   

富 山 県   1．111，729   4   2   555．865   28   14   

石 川 県   1，174，026   4   3   391，342   15   5   

福 井 県   821，592   4   2   410．796   10   5   

山 梨 県   884，515   4   884，515   10   10   
長 野 県   2．196，114  10   3   732，038   12   4   

岐 阜 県   2．107，226   5   2  1．053．613   14   7   

静 岡 県   3．792，377   8   3  1．264．126   10   3   

愛 知 県   7，254，704  皿   3  2，418．235   39   13   
三 重 県   1，866．963   4   2   933，482   13   7   

※人口については、国勢調査（平成17年10月現在）による  
※2次医療圏数については、平成19年9月現在  
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